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持続可能な開発と経営力創成
Sustainable Development出ldManagement-Power-Creating 
東洋大学経営力創成研究センター研究員柿崎洋一
要旨
持続可能な開発は、今日の社会の重要な問題である。国連のブルントランド委
員会は、持続可能な開発を次のように定義した。「持続可能な開発とは、将来の世
代の能力を損なうことなく、現在のニーズ、を満たす開発」である。持続可能性(サ
ステナビリティ)の概念は、企業の経営活動、特に企業の社会的責任の概念と係わ
って取り上げられることが多い。また、 CSRと持続可能性の中心的な課題は、
人、札織と同時に社会の共有価値の創出である。企業のリーダーは、高E織が直面
する社会的、経済的、そして環境上の課題に対する有効な解決策を革新的に策定
することが必要である。経営者は、社会的、経済的、そして環境的に 「意味のあ
るイノベーション」を生み出すように努めなければならないのである。この 「意
味あるイノベーション」を創出する企業家精神を持った経営者は、持続可能な開
発の実現に貢献することになる。
キーワード (Keywords):持続可能な開発(sustainabledevelopment)、経営者
(management )、意味のあるイノベーション
(meaningful innovation )、持続可能な企業家精神
(sustainable entrepreneurship)、企業の社会的責任
(corporate social responsibility) 
Abstract 
Sustainable development is the key issues of today's society. The definition 
of Sustainable development is that of Brundtland Commission United 
Nations:“sustainable development is that meets the needs of the present 
without compromising the ability of future generations to meet their own 
need". The concept of sustainability is therefore close to concept of corporate 
social responsibility. The core of CSR(Corporate Social Responsibility) and 
sustainability is creating value for people， organizations and society at the 
sa立le.
The corporate leaders must be innovative when formulating strategies 
capable of providing e百ective solutions to the social， economic， and 
environmental challenges their organizations face or are旧日lyto face. These 
managers are expected to understand the modern field of meaningful 
innovation. The sustainable entrepreneurship is the contribution to 
sustainable development. 
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はじめに
「持続可能な開発(SustainableDevelopment) Jの時代における経営者は、技
術的に良質で安価な製品の大量生産、大量消費の時代の経営者とは異なり、経済
のみならず市場の失敗といわれる地球環境問題や社会的な問題にも配慮する経営
者である。しかし、地球環境問題や社会的な問題に対する配慮は、経営者に経済
的・技術的なイノベーションのみならず、環境的や社会的な視点からも 「意味の
あるイノベーション(MeaningfulInnovation)J (1)が求められるのである。ここ
での 「意味あるイノベーション」とは、地球環境、経済そして社会という 3つの
視点から総合的に取り組まれるのである。したがって、単なる地球環境問題と経
済的な問題との間にあるトレードオフ関係(aninherent and fIxed trade-of. 
ecology versus the economy)の解決とし、う「環境経済Jの概念とも、異なるもの
である。それは、まさに「持続可能な開発Jの時代と呼ばれるのである。「持続可
能な開発」の時代は、 「将来世代の生活資源を損なうことなく、今日の世代の必要
を満たすということである。(UnitedNations， 1987)Jこのような 「持続可能な時
代」を前提とする企業の経営活動は、これまでとは異なる経営思考とやり方が求
められるのである。ここでは、これまでの社会的責任論に対して、新たな社会的
責任論への取り組みとしてイノベーションの機能を加えた企業家的な経営活動を
提案する。
1.持続可能な開発と企業経営
企業の目的は、利潤である。この利潤に関して、その実現の手段は生産であ
る。この生産こそは、社会、より正確には国民経済の目的である。企業の社会的
な存在理由は、この国民経済的な目的、つまり生産への貢献である。この企業の
社会的な存在理由である生産は、立場を変えて企業の側から見ると、企業の目的
である利潤を実現するための手段ということになる。したがって、この社会的な
存在理由である生産こそは、企業の社会的責任における中心的な内容をなすとい
うことができる。これは、これまでの利潤か社会的責任かという ことではなく、
観点の違いということができる。このような理解が、ここでの基本的な立場であ
る。しかし、生産の在り方は、社会の変化とともに進化した。今日の生産は、単
に経済的な視点だけでなく、地球環境保全の側面や社会的な側面にも配慮するこ
とが求められる。このような変化は、持続可能な開発とし寸言葉や、「グリーン経
済JIグリーン成長」とし、った言葉でもその特徴の一端があらわされているのであ
る。
さて、企業における生産は、単なる技術的なモノづくりではなく、 国民経済の
必要性、つまり需要に基づいて評価され、拡大と縮小など様々に変化するのであ
る。そして、生産は人間生活に必要な財貨・サービスの提供であり、新たな価値
の創造である。ここに、 生産の意義が見出されることになる。したがって、社会
にとって意義のある生産がどのようになされるかが、企業の目的である利潤の実
『経営力倉1]成研究』第 10号， 2014 
現に影響を与えるのである。言い換えれば、どのような生産の在り方が企業の目
的である利潤を最大化するのかとしづ問題になる。この間いに対する答えは、論
理的な思考によって理解され、説明されてきた。そこでは、自由な取引がなされ
る市場の仕組みが前提とされた。市場は、人間の思考を超えて神の手によって均
衡する合理的な資源配分の仕組みと理解されたのである。しかし、その市場にも
問題が生じた。それが 「市場の失敗」である。
この 「市場の失敗」は、市場取引の現実的な姿を明らかにしただけでなく、新
たな経済の仕組みが考えられる契機となったのである。今日的な課題としての地
球環境問題は、「市場の失敗」としづ現象の代表的な問題とされた「公害問題」か
ら、さらに深刻さを増すのである。同時に、新たな経済の仕組みとして UNEP(国
連環境計両UnitedNations Environment Programme)が「グリーン経済(Green
Econom弘2011.1l)Jを宣言し、OECDが「グリーン成長(GreenGrowth，2011.5) J 
を掲げて、企業社会も持続可能な開発を目指す時代へと進むことになったのであ
る。国連の持続可能な開発会議(リオ+20)では、持続可能な開発や貧困根絶のた
めのグリーン経済が大きな議題となったので、あるoUNEPでは、「グリーン経済」
を環境問題に伴うリスクと生態系の損失を軽減しながら、人間の生活の質を改善
し社会の不平等を解消するための経済のあり方であると定義しているのである。
「グリーン経済」では、環境の質を向上して人々が健康で文化的な生活を送れ
るようにするとともに、経済成長を達成し、地球環境問題や社会問題に対処する
ための投資を促進することを目指しているのである。また、気候変動、エネルギ
ーの安定確保、生態系の損失の問題に直面している世界情勢の中で、国家間・世
代間での貧富の格差を是正するこ とに焦点が当てられているのである。したがっ
て、地球環境問題は、社会的、経済的問題と不可分の問題として理解され、その
解決が目指されているのである。このような地球環境問題と社会的、経済的な問
題とが不可分であるとの認識こそが、今日の地球環境問題への取り組みの基本と
なるのである。
また、 OECDの報告書において、グリーン成長とは、経済的な成長を実現しながら
私たちの暮らしを支えている自然資源と自然環境の恵みを受け続けることであると考え
られているのである。その重要な要素として生産性向上、地球環境問題に対処するた
めの投資の促進や技術の革新、新しし、市場の創造、投資家の信頼、マクロ経済条件
の安定等が必要である。そこでは、 経済的な成長の基本が自然資源、自然環境の恵
みにあることに新たな成長の考え方を見出しているのである。グリーン成長は、資源制
約が投資効率の悪化の要因となり、 生物多様性の損失などの自然界の不均衡が不可
分の悪影響を及ぼす要因となるリスクを低下させると考えられているのである(環境
省，2012a)。
このように「グリーン経済」 や「グリーン成長」への方向づけがなされている
のである。この 「グリーン経済JIグリーン成長Jという経済は、 「持続可能な開
発」 としづ地球環境問題に止まらず、地球環境、 経済そして社会の総合的な課題
への取り組みと、「将来の世代jに関する配慮、を含めた未来的な構想、として理解さ
れているのである。
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わが国でも、地球環境の保全は経済成長の阻害要因ではなく、むしろこれから
の成長そのものを担う分野として理解され、低炭素技術を始めとする、環境分野
での高い技術やシステムが注目されているのである。いうまでもなく、環境負荷
を低減させることにより新しい価値と豊かさを生み出す社会の実現が目指される
ことになるのである。
そこでは、現代の産業社会を地球環境と共生する産業社会と理解するのである。
この地球環境と共生する産業社会では、企業の環境対応もより効果的で、効率的
なものでなればならないのである。地球環境への負荷を低減することが求められ
るとともに、企業活動の経済的な成果も求められるのである。これまでの企業に
おける地球環境対応は、相反する要求によって特徴づけられるのが常で、あったO
しかし、 OECDのここ 10年程度の地球環境問題への対応には、決して地球環境
への負荷の低減と企業の経済的な成果追求を対立的にではなく、相乗的に考える
方向が見られるようになったのである 特に、エコイノベーションに関する研究
が盛んに取り上げられ、政策的な議論も多くなっているのである。この傾向は、
わが国の環境白書にも見られ、今後、地球環境問題と企業経営との関係は、「持続
可能な開発j に向けて多面的に検討することが不可避である。
2.持続可能な開発に向けた企業経営3つの視点
企業は、社会において生産活動を担う組織体であるが、制度的には営利経済原
理によって特徴づけられるものである。しかし、社会での生産活動は、今や地球
環境問題や社会的な問題への対応が不可避となる「持続可能な開発」に向けて方
向付けられている。このことは、 GRIや18026000などの企業活動と密接に関連
している制度的な環境における変化からも明らかである(2)。つまり、地球環境問
題が経済的な側面だけでなく、エコ・リバウンドや社会的な問題(貧困、人権な
ど)とも不可分であるとの理解が深まっているのである。ここでは、この点につ
いて整理し、「持続可能な開発」と「企業経営j の接点を明らかにする。
具体的には、企業の社会制度的な性格から規定される経済的な問題、そしてそ
の社会的な役割である生産活動から派生する地球環境問題や社会的な問題などの
観点である。これらの側面は、地球環境問題への理解の深化から展開されてきた
としづ性格を持つものと言える。 「今後、環境・経済・社会の各課題が多様化し、
また複雑化することが想定される。それらに影響を受ける事業においても同様に、
事業活動に関わる環境的側面と経済・社会的側面は、ますます密接不可分の関係
にあり、それゆえ各側面の影響や活動には、明確に区分できない部分があると考
えられる(環境省、 2012b:2)Jのである。
また、持続可能な発展とは、「質の高い生活、健康及び繁栄という目標を、社会
的正義及び地球の生命の多様な状態での維持と統合することである。これらの社
会的、経済的及び環境的な目標は相互に依存し、相互に補完し合っている。持続
可能な発展は、社会全体のより広い期待を表現する方法だと考えることができる
(日本工業標準調査会審議，2012・10)Jのである。したがって、将来の来るべき
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状況を考慮して、より広範囲の世代から指示されるような地球環境問題への
対応が求められることになる。この意味でも、地球環境問題の解決そのもの
が、経済・社会的な課題への対応なしには、困難であるとの基本的な理解が
急速に浸透していることも看過されてはならない。
そして、このような基本的な理解にもとづいて環境経営は、これまでのよ
うな企業の経営活動における地球環境問題とし、う側面に限定した対応や部分
的な対応ではなく、経済・社会的な課題を含めたより総合的な対応に重きを
置くことになるのである。このことは、企業の内部管理的、部門管理的な理
解に止まる環境経営の理解から、戦略的さらに進んで最高経営課題としての
環境経営へと展開することが求められるようになっているのである。これら
の課題は、図-1のように整理される。
図表-1地球環境問題の総合的な視点
(出所)筆者作成
Aは、地球環境問題そのものであり、例えば地球環境保全の活動それ自体であ
り、そこには自然環境を保護するための規制、技術や仕組みなどあらゆる活動が
含まれる。次いで、 Bは、「エコロジーとエコノミーのトレード、オフ関係」問題で
あり、地球環境問題が経営戦略との関係で重要な課題として認識された段階であ
る。この代表的な議論は、 M.Poterらの議論である(3)。環境規制と環境効率、環
境技術の開発による製品・サービスのイノベーション、環境ビジネスなどが挙げ
られる。 cは、いわゆる 「エコ・リバウンド」の議論であり、地球環境問題のグ
ロー パノレな乱題で、あるO 直面する地球環境問題への対応が新たな地球環境問題を
生み出したり、貧困の問題を生み出したりすることなどが挙げられる。 Dは、今
後重要なポイントであり、企業の経営意思決定のうちに環境、経済そして社会と
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し、う三つの点を統合して取り組むことである。
また、 Aの地球環境問題は、専門部署である環境部による取り組みが位置付け
られる。これに対して、 Bの「エコロジーとエコノミーのトレードオフ関係」問
題やCの「エコ・リバウンドJの議論は、経営戦略的な視点から、経営者の課題
として位置付けられるのである。ただし、企業の経営意思決定のうちに環境、経
済そして社会という三つの点を統合する課題は、まさに経営者に固有の経営課題
である。
3.持続可能な開発に貢献する経営活動
経営活動の充実は、人間社会が必要とする財貨・サービスの生産を効率的・能
率的に行うことになるのである。このような経営の機能は、人聞社会に不可欠な
生産活動を担うとしづ意味で「社会性j と呼ばれるのである。この社会性は、経
営に対して社会が積極的に期待するものであり、経営の存在意義を示すものであ
る。したがって、経営はこの生産活動において積極的な責任を負うものと理解さ
れるのである(山城章，1977:202-207)。
さらに、経営は生産活動に係わる成果についても責任を負うのである。成果に
対する責任は、成果の公正な配分、つまりみんなの利益としづ意味で 「公益性」
と呼ばれるのである。この公益性は、公正という視点が重視されるが、 基本的に
は誘因、 貢献そして配分といった論理が用いられるのである。この意味では、利
害関係者論がもっとも重視される社会的責任論である(山城章，1977:209-215)。
そして、経営は、機能主義を徹底することによって理解されるものであるが、
現実的には人聞社会 ・自然界の中で営まれるのである。したがって、人間生活に
見られるように、社会的ルール、さらに自然の摂理を無視しては存在しないので
ある。そして、このような社会的ルーを遵守し、さらに自然の摂理を尊重するこ
とを公共性というのである。つまり、ここで問題とされる経営は、理念的な在り
方とともに、 存在それ自体の理解が同時に検討されるものである。このような社
会のルー ル、 自然の摂理を遵守した経営は、まさに存在それ自体の理解によるも
のである。つまり、社会のルール、自然の摂理に反する経営は、その存在自体が
問われることになるのである これを 「公共性」と呼ぶのである(山城
章，1977:215-218)。
さて、企業と社会の経済的な関係は、基本的に市場経済システム、私有財産制
度、営利心などによって規定されているのである。特に、市場経済システムは、
競争的な市場における企業行動によって、資源の最適な配分を行うとされている
のである。企業の利潤は、いうまでもなく 生産する財貨・サービスが市場におい
て消費者により購入されて初めて実現するのである。市場で評価され、購入され
る財貨・サービスは、品質、価格などの点で、他の企業(生産者)よりすぐれてい
ることが求められるのである。
さらに、企業の利潤は、 一般的にイノベーションによって獲得されるものであ
る。そして、イノベーションとは、新しい市場の発見、より広範な消費者の需要
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を生み出すための生産物の分化、新しい生産物の開発など広範囲な活動を意味し、
新しい生産方法をも含むのである。ただし、発明は新しいものの創造であり、イ
ノベーションは発明の企業用途への適用であるとされる。多くの発明はイノベー
ションにまで成熟せずに終わるとされるのである。いずれにせよ、企業と社会経
済との関連の中で、社会経済から企業に対してイノベーションが期待され、その
期待に応えることが経営者に求められているのである。そこでは、機能主義の経
営理念に徹し、社会性としてのイノベーションを創出する経営力を高めることが
必要である。もとより、市場経済システムが万能ではないことも事実である。地
球環境問題、社会問題などの市場の失敗がこれである。ここに、経営の公益性、
公共性が求められる所以がある。
企業の社会的責任論について、公害問題は公共性責任論として「してはならな
し刊としづ意味での責任論として理解されるのである。したがって、社会性、公
益性といった職務責任を充実させ、公共性は消極的に人に迷惑をかけないこと、
法を犯さず、秩序をまもり、人なみの人間として経営者は、「すべからざることは
しなしリとしづ極限にとどめ、むしろ経営のプロとしての積極的な努力は、社会
性や公益性といった機能面に注いで、 3つの社会的責任を統一的に遂行する見方
が実際的であるとしているのである。このような社会的責任の理解は、企業の社
会的な存在理由というだけでなく、その存在理由の実践主体である経営主体の観
点から理解されるのである。この経営主体の観点から、企業の存在理由を自らの
経営活動のうちに見出すことが企業の新しいあり方として捉えられると考えるの
である。
また、社会性責任としての環境性は、 経営の主体性を前提として展開されるの
である。そして、社会性責任こそ企業経営の独自の利害、役割であり、事業活動
をマネジメン卜する経営活動に地球環境の積極的、主体的な配慮をすることにな
るからである。これに対して、公共性責任は、企業活動において、法令遵守(コン
ブライアンス)といった消極的な配慮、となるのである。このような動向は、OECD、
UNEPのグリーン経済、グリーン成長という流れに沿ったものである。実践的に
は、企業の社会的責任報告書におけるマテリアリティ分析に端的に表れており、
今後日本企業もその対応が求められると思われるのである。つまり、 地球環境問
題が企業の経営者レベルの課題として認識され、そこでは社会性責任としての環
境性に基づく経営主体の確立が不可欠とされるのである。このような企業の社会
的責任における「環境性」と「公共性責任Jr社会性責任」の位置づけの変化こそ、
環境経営の経営的な意義と役割を明らかにしているのである。
今日、一般に企業活動を正当化するものは、社会全体にとって新しい価値を創
造することであると考えられ、多くの企業が経営理念、を一新する傾向にある。そ
こでは「価値の創造」としづ表現が頻繁に使われるようになっているが、その場
合に形式化しているケースも少なくないのである。もし、真にそのような経営理
念をベースとして、社会のための価値創造の経営がなされるならば、それは経営
のベストプラクテイスとして具体的な形で展開されることが大いに期待されるの
である。
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図表-2消極的な CSRから積極的な CSRへ
消極的なCSR 積極的なCSR
コス ト/リスクの最ノト化 CSRアプローチの幅 機会最適化
コンプライア リスク・マネジ 価値のマネジ 価値創造的な 持続可能な企
ンス メント メン ト マネジメント 業家精神
法律を守る 事業への影響 責任のマネ ジ 持続可能な価 製品とサービ
の測定 メント 値連鎖 スのイ ノベー
ション
寄付 レピュテーシ 企業文化 戦略と中核事 社会的イノベ
ョン(評判)・ 業 ーション
マネジメント
フイランソロ 社会的価値の ステークホル 企業の社会的
フィー 測定 ダー・マネジメ イノベーショ
ント ン
焦点: 焦点 焦点: 焦点: 焦点:
操業のための リスクの最小 企業倫理 価値創造の戦 イノベーショ
許可 化 企業文化 略 ンの独自の強
み
(出所)Schmidpeter，R. 2013:177. 
ここでの持続可能な企業家精神は、事業的な利害と持続可能性の基準が重なり
合う最適点(SweetSpot)と呼ばれ、新しい製品やサービス、新しいフ。ロセスや基
準、新しい市場や消費者、新しいビジネスモテ、ル、新しいマネジメント ・アプロ
ーチを生み出す部分となる。その基盤は、 国際的な基準と社会市場経済との聞に
生じる社会的及び地球環境的な問題解決への取り組みにある。そして、社会的及
び地球環境的な問題解決への取り組みに対して、責任性と企業家精神、社会的な
イノベーションによって対応するのが積極的な CSRであるとするのである。言
うまでもなく 、持続可能な開発の時代における企業経営は、意味あるイノベーシ
ョンを特徴とする企業家的な経営(者)が重要な役割を演ずる。しかし、経営、と
りわけ最高経営という視点からは、ここでいう消極的な CSRから積極的な CSR
までを総合的に機能化しなければならいのである。言い換えれば、「してはならな
しリという公共性(コンブライアンス)、 生産それ自体の「意味あるイノベーショ
ン」の展開を目指す社会性、そして成果の適切な配分としての公益性を総合化す
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るのである。そして、公共性、社会性そして公益性としづ社会的責任の各分野に
おいて、地球環境、経済そして社会の側面が総合的に考慮されることが今後の経
営(者)には求められるのである。この総合化する能力を持つことこそ、新しい企
業家的経営(者)の最大の特徴であり、今後求められる経営(者)像といえるであろう。
4.持続可能な開発とステークホルダー論
持続可能な開発に向けた経営(者)活動は、これまでのCSRの考え方、そしてス
テークホルダーの質的変化をも必要としているのである(4)。そこでは、ステーク
ホルダーの利害が自己の経済的な価値に限定されることなく、企業と同等の環境
責任主体であるとの自覚をもって、企業に係わることが必要である。このような
ステークホルダーの質的な変化こそは、「意味あるイノベーション」に関わる責任
主体としての要件となるものと考える。こうしたステークホルダーの質的な変化
は、これまで以上に経営(者)の意思決定が経済、環境そして社会などの多面的で
総合的な性格を強めていると考えられるのである。
また、これらのステークホルダーは、企業の地球環境対策を監視するという役
割を持って特徴づけられる。つまり、それぞれのステークホルダーは、環境監視
官としての役割が期待されているのである。このようなステークホルダーは、さ
まざまな視点から広く係わって、多様な側面を持つ地球環境問題への監視、監査
という視点では、有益な働きをすると考えられるのである。そこで、企業におけ
る環境経営活動は、このようなステークホルダーの地球環境問題への要求を満た
すべく努力することになるのである。まさに、社会的責任としての地球環境問題
への企業の経営的な対応では、このようなステークホノレダーからの企業における
地球環境問題への取り組みに対する要求へ応えることが課題となるのである。
しかし、 地球環境問題は個別企業の直接的で市場的なステークホルダーを超え
た課題を提示しているとし、う現状も理解されなければならないのである。それは、
地球環境問題の主体は地球であり、企業も国、地方自治体、国民と同様に環境責
任主体であるということからも明らかである。それは、企業を中心として各ステ
ークホルダーの赤ι織・集団が企業の経営に対してさまざまな利害を求めるとし、う
構図ではないのである。この意味で企業を含めて、国家、地方自治体そして国民
の全員が責任主体であり、地球に対して責任がある。したがって、全部の環境責
任主体が一丸となって対応しなければならないのであり、各責任主体聞の「協力
関係jが不可欠である。このことは、すでに触れたように、地球環境問題は人間
全般に関する問題であり、その解決のために企業はもとよりのことながら、社会
全体とか、地方公共団体 ・国の力をも総力化し、世界が協力して環境破壊を阻止
する努力を試みる重要な問題であることからも明らかである。企業における地球
環境保全への経営的な取り組み姿勢は、このような他の環境責任主体との適切な
関係性の構築によって相互に効率的なものとなるように努めることである。要す
るに、個別紙織を対象とする社会的責任論、利害関係者論を超える 「持続可能な
開発」に象徴されるような全体としての地球環境問題への取り組みが求められる
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時代となったと指摘できるであろう。
地球環境問題に対応する経営、最高経営の役割は、企業の生産活動における「環
境効率」だけでなく、まさに「持続可能なイノベーション」へ展開することであ
る。つまり、地球環境問題の解決へ向けた新規性、新しいシステムやノfラダイム・
シフトの出現が求められているのである。そのために、最高経営の階層は、ステ
ークホルダーとの関係を踏まえながらも、主体的に地球環境問題を他の経済的、
社会的な課題との関係の中で、総合的に評価し、その課題の重要性について明確
な位置づけO順位づけ)をし、実践する責任を負うことになるのである(5)。
5.持続可能な開発と企業家的経営者
地球環境問題は企業の社会的責任を超えた課題を提示しているとし、う現状も理
解されなければならないのである。それは、地球環境問題の主体は地球であり、
企業も園、地方自治体、国民と同様に環境責任主体であるということからも明ら
かである。それは、企業を中心として各利害者集団が企業経営に対してさまざま
な利害を求めるとしづ構図ではないのである。この意味で企業、国家、地方自治
体そして国民の全員が地球環境問題の責任主体であり 、地球に対して責任がある。
したがって、全環境責任主体が一丸となって対応しなければならないのであり、
各責任主体聞の「協力関係」が不可欠である。このことは、すでに「人間全般に
関する問題であるだけに、公害をなくすためには、経営体はもとよりのことなが
ら、 社会全体とか、地方公共団体 ・国の力をも総力化し、世界が協力して近代機
械文明の「おとし子」としての環境破壊を阻止する努力を試みる必要の問題(山城
章，1977:221)Jが指摘されているのである。企業の環境保全への経営的な取り組
み姿勢は、このような他の責任主体との適切な連携によって相互に効率的なもの
となると考えられるのである。要するに、社会的責任論、利害関係者論を踏まえ
た、新しい独自の地球環境問題への取り組みが求められる時代となったと指摘で
きるであろう。
さらに、各環境責任主体は、エコネットワーク(環境保全ネットワーク)を形
成し、それぞれが独自の立場から、エコネットワークのリーダーとして貢献する
ことになるのである。特に、企業は、事業(生産)活動におけるエコイノベーシ
ョンによって、ネットワーク全体の環境対応力を向上させることが求められるの
である。ここに、エコイノベーションとは、顧客価値とビジネス価値を提供する
が、環境の影響を飛躍的に減少させる新しい製品、あるいはサービスを開発する
プロセスである(OECD，2009)。これまでの環境経営論は、地球環境問題の 「内部
化Jを進めてきたが、 今後は各責任主体との協力関係の中で、「環境保全リーダ
ーシップJ(エコ・リーダーシップ)を発揮するjことが強く求められるのである。
このエコ ・リーダーシップの方法は、エコ ・コミュニケーションの推進とエコイ
ノベーショ ンの創出などがある。しかし、この対応は、環境経営の新たな理念 ・
戦略に基づいて、効果的・効率的に展開されることが不可欠であり 、より実践的、
自主的な環境経営の構築がなされることが必要である。
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今日、地球環境問題への企業の対策は、予防的・規制追従的な対策から事業機
会・戦略的な対策へと展開しているのである。これまで企業における地球環境問
題への配慮は、生産過程にしたがって、グリーン生産、グリーン調達、グリーン
マーケテイングなどの部分的な個別活動において、取り上げられることが多かっ
たのである。しかし、地球環境問題の深刻な現状認識に基づくならば、部分的な
個別課題として研究する段階から、全体的・総合的な経営の課題として研究する
ことが必要である。
持続可能な開発の時代をリードする経営者像は、「意味のあるイノベーションJ
の担い手である。持続可能な開発における企業家的な経営活動とは、単に新技術
や新製品の開発を指すのではなく、環境、経済そして社会とし、う総合的な視点か
ら意味のあるイノベーションを創出するということである。したがって、そこで
は、ステークホルダー参画と経営者によるマテりアリティの決定によって方向づ
けられるのである。また、ステークホルダー参画については、経営者はコンセン
サスによる経営という視点から、ステークホルダー組織からの利害を受け止める
だけでなく、企業の経営主体として主体的な利害を主張するとしづ関係において
理解されるのである。このようなステークホルダーとの関係と経営主体論によっ
て 「意味あるイノベーションj を展開することが、企業家的な経営者ということ
になるのである。この企業家的な経営者によって、「持続可能な開発」の時代の経
営力を創成していくことが今日の経営には期待されるのである。
【注】
(1) I意味のあるイノベーション」とは、denOuden，Eのエコイノベーションに倣って、価値
のレベルを利用者(user)、五郎哉 (organization)、エコシステム (ecosystem)そして社会
(society){こ分けて、それぞれのレベルでの各種イノベーションを特徴づけて、共有価値を創
出することを指している(denOuden，2012:51-56)。
(2) なお、 グ、ロー バル・リ ポー ティング・イニシアティブ(以下、 GRIと呼ぶ)とは世界的な
規模で、サステナビリティ(持続可能↑回報告書の内容の質並びに信頼性・比較可能性向上の
ため、世界で統ーしたガイドラインを作成し、報告書の読み手であるステークホルダーにと
って意味あるものにしようと、 1997年に設立された車E織である。GRIのサステナビリティ
報告書ガイドラインは、その後、 3年ごとに見直しをして、 2002年(第2版)、 2006年(第3
版)、 20n(第3.1版)、そして 2013年(第4版)が発行されている。
(3) 例えば、 Poter，Micheal M. & Reinhardt， Forest L.は、「気候変動を、ビジネス上の問題
としてとらえず、これまでのように CSRの 環として考えている企業には、甚大なリスク
が待っている (Poter& Reinhardt， 2007・22(2008・92)) Jとして、地球環境問題を戦略的課
題として本格的に取り組むべき課題であるとしているのである。
(4) これに関しては、ステークホルダーが単に 「手IJ益の配分jだけでなく、倫理的、社会的そ
して環境的な意思決定基準との統合という立場から 「価値創造Jを目指すとしづ存在へ移行
するとの指摘がある。(Freeman，Harrison， Wicks， Parmar， and De Collet 201Q:p.258) 
(5) 地球環境、経済そして社会に関する企業の経営的意思決定を「マテリアリティ分析Iとし
て公表する段階に至っているのである。そこでは、企業・事業にとっての重要性とステー ク
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ホルダーにとっての関心・重要性を勘案して、企業の経営的意思決定によって将来の方向づ
けがなされるようになっている。このようなマテリアリティ分析は今後とも重視される傾向
にあり、経営(者)の主体性に基づき、高田教としてのステークホルダーとの関係形成が求めら
れるのである。
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